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【はじめに】 
 
 本システムは、木造限界耐力計算をマイクロソフト社のエクセルを用いて行うものであ

り、「伝統構法を生かす木造耐震設計マニュアル（木造軸組構法建物の耐震設計マニュアル

編集委員会著、学芸出版社発行）」（以下「耐震設計マニュアル」という。）や、「木造住宅・

建築物の耐震性能評価・耐震補強マニュアル（日本建築構造技術者協会関西支部）」（以下

「新マニュアル」という。）等に紹介されている計算方法を用いています。耐震設計マニュ

アルや新マニュアルには、土壁や貫等の各ユニットの水平加力実験データから各ユニット

の復元力特性がモデル化されており、多くの種類のユニットについて復元力特性が紹介さ

れています。解析方法は各変位点における固有振動モードを用いた変位増分法が採用され

ています。 
 
 本システムの構成は、各ユニットの種類ごとの寸法や数量を入力する表、その復元力の

集計表、Ｘ方向並びにＹ方向の応答スペクトル法による応答計算表となっています。ＶＢ

Ａプログラムは印刷のルーチン、初期入力のクリアー処理、ファイル保存処理に使用して

います。これら以外の全ての計算は表に入力した数式のみによって表計算として処理して

います。従って、変位増分法による限界耐力計算を全くＶＢＡプログラムを使用せずに、

表計算のみで計算が可能です。変位増分法を用いていますので、筋かい付きフレームユニ

ットのような層間変形角が 1/30 程度で変形限界となるものを含む場合も適用できます。 
 耐震設計マニュアルや新マニュアルに記載されている各ユニットの復元力特性を入力で

きるように入力表を作成していますが、ダンパーについては、仕口タイプ粘弾性ダンパー

のみを入力表として用意しています。また、今後実験データが蓄積されてきた場合にも対

応できるように、自由入力表を用意しています。従って、復元力特性を設計者の工学的判

断や経年劣化等を考慮して修正して別途入力したいような場合にはこの自由入力表を活用

することができます。逆に設計者の判断で復元力特性を吟味することこそ重要であり、自

由入力欄を大いに活用していただきたいと思います。従来のシステムにおいて、復元力特

性を自動計算にしていましたが、今回のシステムでは表は用意していますが、数式は集計

セルを除いて入力していません。利用者の責任において、自ら復元力を吟味して入力して

いただくために、敢えて数式を削除しています。それぞれの表に入力された合計欄の値が

集計表に集められて応答計算に用いられるようにしています。 
損傷限界変形角や安全限界変形角の設計クライテリアは、当然のことながら法令の範囲

内で設計者が設定して下さい。本システムでは法令に規定された解放工学的基盤における

加速度応答スペクトルに対し、表層地盤による増幅を簡略法（昭和５５年建設省告示第

1793 号による地盤種別に応じた増幅率を用いる。）で評価し、等価線形化法を用いて応答

層間変形角を計算します。従って、計算された層間変形角の是非は、その時に想定される
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損傷の程度を勘案して設計者が設定することになります。但し、損傷限界変形角は 1/120
を超えることはできませんし、安全限界変形角は 1/30 程度以下が望ましいと思われます。

安全限界変形角が 1/30～1/15 については、柱の折損の検討も含め、損傷の状況を十分検

討し、法令の範囲内で採用することが必要です。 
 
本システムを用いれば、データを入力するだけで限界耐力計算が行えますが、限界耐力

計算手法そのものを理解していないと、思わぬ間違いを生じる可能性もあります。特に大

きな層間変形になることを許容しようという設計法であることから、十分な注意と、建築

主への説明が必要であると思います。 
本システムを使用したことによって何らかの損害が生じましても著作者は一切の責任は

負いませんのでご了解いただける場合のみ実務にご使用下さい。また、入力してある数式

には相当長いものもあり、現時点ではあらゆる場合の試し計算をしたものではありません

ので、バグが存在する可能性もあります。計算結果に不合理な点等がありましたら、是非

手計算等で確認して下さいますようお願いいたします。 
なお、本システムの内容についてのサポートは、申し訳ございませんが、致しかねます

のでご了承下さい。 
限界耐力計算による確認申請につきましては、現時点（平成２２年４月）では構造計算

適合性判定の対象となっています。 
 

【木造限界耐力計算Ⅱver.1 における変更点】 

１．各復元力特性入力表について、全ての数式を削除しました。先に記載しましたように、

設計者が自ら各ユニットの復元力を吟味し、数式も入力して下さい。 

２．1階の定点変位増分に対する 2階の層間変位の算定方法を変更しました。 

2 階の剛性として前ステップの 2 階層間変位に対応する剛性を用いて、その都度一次

モードを算定し、そのモードと 1 階の変位から 2 階の層間変位を算定することとしま

した。 

３．適用できる条件を超えると、応答を表示しないようにしました。 
2 階の層降伏が先行する場合には適用できません。適用限界となる 2 階の強度の余裕

が５％以上無い場合は「WARNING」が表示されます。 
 
 
【利用に必要なソフト】 
 
 本システムは、マイクロソフト社の表計算ソフトであるエクセルで作成したものであり、

本システムを利用するためにはエクセル 2000 以上が稼働する環境が必要です。 
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【インストールについて】 
エクセルシートですのでインストールは必要ありません。起動は本システムのエクセルフ

ァイルを読み込むだけです。エクセルのセキュリティー設定によりましては、読み込み時

にマクロの使用が問われる場合があります。マクロは印刷等に使用しているだけであり、

計算には使用していないため、マクロを使用しない設定でも計算は可能です。マクロを使

用する方を選択する場合は、使用者の責任でエクセルのセキュリティーを設定して下さい。

設定の仕方は、使用しているエクセルのバージョンに適合したマニュアルを参照して下さ

い。 
 
【シートの保護について】 
 本システムは最初に記載しましたように、いくつかの部分でＶＢＡプログラムを使用し

ています。ウィルス防止のため全てのシート及びＶＢＡプログラムにはパスワード付きの

保護を施していますので、ユーザーにおいてシートの編集や独自の改造をすることはでき

ませんのでご了承下さい。また、ウィルスについてご不安な方は、本システム起動時にマ

クロを無効にするか、本システムの各シートに配置しているボタンを押さないようにして

下さい。 
 
【使用方法】 
１．エクセルを起動し、「木造限界耐力計算Ⅱv1xxxx.xls」を読み込みます。 
２．まず「注意」のシートを確認し、作成するファイルの名称をテキストボックスに記入

します。また、保存するフォルダーのドライブとフォルダー名称も記入しておきます。

このとき本システムと同じフォルダーに保存する場合は、フォルダー名称等は入力す

る必要は無く、チェックボックスにチェックマークを入れておきます。 
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３．各耐震ユニットのシートを選択し、記号、寸法、数量等を階別、方向別に入力します。

このとき記号については省略可能ですが、通り番号等を入力しておくと分かり易いと

思われます。各ユニットの復元力の算定は設計者が自ら数式も入力して下さい。 
４．各耐震ユニットのシートにある「クリアー」と「印刷」のボタンは、そのシートのみ

に対する処理を行います。（マクロを使わない場合は、クリックしないで下さい。） 
５．「復元力集計」シートには、階別、方向別の復元力の集計表が作成されます。復元力

の集計表には全集計とダンパーを除く集計及び傾斜復元力を除く集計が表示されてい

ます。風圧力に対する検討を別途行う場合には、ダンパーを含まない復元力の集計を

用いて下さい。減衰を評価する場合には傾斜復元力を除く集計が用いられています。 

 
６．耐震ユニットの入力が終わると「限界耐力Ｘ」のシートを選択して下さい。各階重量

と各階階高、地盤種別を入力します。地盤種別は第１種～第３種ですが、表層地盤に

よる増幅率 Gs を別途算定する場合は地盤種別を０種と入力します。既往地震波のス

ペクトルを用いる場合は各変位点における系の周期を確認して、表の最下部の Gs 欄

に直接 Gs 値を入力します。また、固有周期と有効質量による補正を採用するかどう

か（p,q 考慮？）を入力（半角 y or n）します。なお、平家建ての場合には２階の重量

と階高のセルを空欄にしておいて下さい。（ゼロを入力しないで下さい。） 

 
７． 稀地震および極稀地震に対する応答層間変形角を確認して下さい。必要に応じて「印

刷」「グラフ印刷」をして下さい。なお、ベースシヤー係数を表示していますが、これ

は応答値です。（マクロを使用しない場合はボタンをクリックせずに手動で印刷して下

さい。） 
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８．応答層間変形角が表示されない場合は適用範囲外です。2 階の補強をする必要があり

ます。また「Ｑ２を－５％低減して崩壊層確認」のメッセージが表示された場合、適

用限界の近傍ですので、2 階を補強してこのメッセージが出ないようにするか、又は、

2 階の強度を 5～10％減じて、応答計算結果が表示されることを確認して下さい。5～
10％減じると応答計算結果が表示されない場合は 2 階を補強することが必要です。（な

お、５％は最小値であり、１０％程度とすることが望ましい。） 

 

 
９． 「限界耐力Ｙ」のシートを確認して下さい。このシートでは各階重量や階高はＸ方向

の値が自動入力されていますので、一切データを入力する必要はありません。 
   方向によって構造階高が異なる場合には、面倒ですが「限界耐力Ｘ」のシートの階

高を訂正してご使用下さい。 
  その他はＸ方向と同じです。 

 
９． 計算結果の保存は「注意」シートの「保存」ボタンをクリックして下さい。（マクロ

を使用しない場合は、手動で保存して下さい。） 
 
 
【各耐震ユニットのシートの入力について】 

    耐震設計マニュアルや新マニュアルを参照して、適宜入力表に入力して下さい。復元力

の算定式は設計者の責任において入力して下さい。表のグレーの部分及び薄緑色の部分は

セルに保護を掛けてありませんので、上手く利用して復元力が計算できるようにシートを

各自で作成して下さい。既に別途作成済みのものがあれば、それを利用して復元力を算定

し、次に記載している「自由入力」シートに直接合計を入力してもかまいません。この場

適用範囲外表示 

適用限界近傍の表示 
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合でも、粘弾性ダンパーを使用する時は、ダンパーについては「ダンパー」のシートに別

に入力して下さい。 

 

 

（自由入力）耐震ユニットで信頼できる実験データを用いて復元力特性を入力する場合や、

全体の復元力特性等を別途計算して、その結果を入力して限界耐力計算したい場合、

他の耐震ユニットの復元力を補正したい場合（負の入力も可能）等にこの表を利用し

て下さい。なお、層間変形角の 1/30+ 等の表現は、1/30 を超えた変形角を表してお

り、筋違のように 1/30 程度で耐力が失われるユニットについては、1/30+ ではその

耐力を 0 とします。 

 
 
 
 
 
 
 
 

自由に数式を入力できるセル 
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【計算事例】 
 以下に「伝統構法を生かす木造耐震設計マニュアル」の「第３部設計事例２．住宅の耐

震補強事例（１）」に記載された建築物を本システムで限界耐力計算した出力を添付します。 
 なお、張間方向（Ｘ方向とした。）と、桁行き方向（Ｙ方向とした。）の計算結果のみを

添付します。変位増分法を変更しましたので、同マニュアルの計算結果表とは一致しませ

ん。 
 本システムでは、応答値を縮約系の復元力特性曲線と必要性能スペクトル曲線の交点と

して自動計算しています。 

Ｘ方向耐震性能評価
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 現況 張り間方向の縮約した一質点系の応答値 

 

Ｙ方向耐震性能評価
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現況 けた行方向の縮約した一質点系の応答値 

交点を自動計算 1/22 

1/18 
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現況Ｘ方向（張り間方向）の計算結果 

Gs を自由入力する場合の入力欄 

計算結果 
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現況Ｙ方向（けた行方向）の計算結果 
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【本システムの使用における留意点】 

 

１．表示される応答層間変形角は、一質点系に縮約した復元力特性の線と、稀地震および

極稀地震に対するそれぞれの必要性能スペクトル線の交点を算定したものとなってい

ます。 

２．復元力カーブは便宜上 1/15 変形時の値をそのまま 1/10 まで延長しています。各ユニ

ットの復元力において 1/15 以上は適用できないものもあるため、1/15 以上の変形に

ついては許容されないことになります。参考値として計算しているものであり、扱い

については十分ご留意下さい。 

３．本システムは、地震力に対する検討を限界耐力計算によって行うものであり、積雪荷

重や風圧力等の外力については別途検討が必要です。風圧力に対する検討を行う場合、

本システムで入力された復元力の値を用いることができますが、風圧力に対してはダ

ンパーの耐力を加算することは妥当ではないと考えられます。従って、ダンパーの耐

力を除いた復元力の値を使用して検討して下さい。 

なお、多雪区域で地震力と組み合わせる雪荷重は、その重量を建物重量に加算して入

力して下さい。 

４．限界耐力計算を適用して安全を確かめた場合は、耐久性等関係規定（施行令第３６条

第２項第２号）以外の仕様規定は適用されませんが、荷重および外力に対する基礎の

安全は耐久性等関係規定ですので、計算による安全確認が必要です。 

５．本システムでは 2 階が先行して層降伏に至り変形が進む場合は適用できませんので、

メッセージが出力され、応答が表示されません。一般にこの場合は二次モードの影響

が大きくなり、限界耐力計算の適用ができないと考えられます。また、先行崩壊層の

判別式の判定が際どい範囲になっている場合は、ワーニングが出力されるので、対応

が必要です。（判別式の値の近傍では実際の応答においてどちらの階が先行崩壊するか

は偶然に支配される領域であり、地動波形によって異なり、正確に判別することは不

可能な領域です。このため、確実に 1 階が先行降伏するように対応することが必要と

なります。） 

６．出力の「2 階最大」として表示されている数値は、一次モードとしての振動履歴の最

大層間変形角であり、2階の応答としての最大値ではありません。1階先行降伏タイプ

では、2 階の層間変形は 1 階の変形の増大につれて小さくなるため、一次モード振動

履歴としての最大値を参考出力しています。 
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